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平成15年３月24日訓令第13号 

六ヶ所村公共工事等予定価格事前公表事務取扱要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、六ヶ所村財務規則（昭和60年規則第４号）第147条第２項の規定により、建設工

事（建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第１項に規定する建設工事をいう。以下同じ。）、建

設関連業務（六ヶ所村建設関連業務の競争入札に参加する者の資格等に関する規則（平成15年規則

第14号）第１条に規定する建設関連業務をいう。以下同じ。）、建設関連業務以外の業務及びその

他村長が特に必要と認めたもの（以下「建設関連業務等」という。）に係る入札につき、入札前に

予定価格を公表する場合の事務の取扱について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

(１) 契約担当者 村長の委任を受けて請負契約に関する事務を担当する職員をいう。 

(２) 予定価格 入札に付する建設工事及び建設関連業務等に関する仕様書及び設計書等によって

予定する当該建設工事及び建設関連業務等の価格をいう。 

（対象となる工事及び業務） 

第３条 予定価格を入札前に公表して入札を実施する建設工事は、地方自治法（昭和22年法律第67号）

第234条第２項の規定により随意契約によることができるもの及び法令の規定により予定価格を入

札前に公表して入札を実施することができないものを除き、村が発注するすべての建設工事及び建

設関連業務等とする。 

（予定価格の作成及び公表） 

第４条 村長又は契約担当者（以下「契約担当者等」という。）は、建設工事の入札の執行に係る決

裁終了後直ちに予定価格（消費税及び地方消費税を含む。以下同じ。）を予定価格調書に記載する

とともに、次に掲げる方法により公表するものとする。 

(１) 予定価格及び入札書比較価格（予定価格の108分の100に相当する金額）を建設工事は予定価

格調書（六ヶ所村低入札価格調査制度運用規程（平成15年訓令第９号）様式第１号）に、建設関

連業務等は、予定価格調書（六ヶ所村建設工事等施行事務取扱要領（平成15年訓令第15号）様式

第８号）にそれぞれ作成し入札通知書（様式第１号）に記載し、指名業者へ通知する。 

(２) 予定価格を入札予定書（様式第２号）に記載し、契約担当者が指定する場所において閲覧に

供する。 

（工事費内訳書の提出） 

第５条 契約担当者等は、建設工事の入札の執行に当たり、入札参加者に対し、仕様書等に規定する

工事内容の数量、単価、金額、諸経費及び合計を明らかにした工事費内訳書（建築・営繕工事等に

あっては、仕様書等及び図面に基づく種目及び科目内訳書）の提出を求め、その内容を確認するも

のとする。 

２ 入札参加者が工事費内訳書を提出しないとき、入札価格と合致しない工事費内訳書を提出したと

き又は工事費内訳書の内容が著しく不適当なときは、無効とするものとする。 

（積算内訳書の提出） 

第６条 契約担当者等は、建設関連業務等の入札の執行に当たり、入札参加者に対し、仕様書等に規

定する業務内容の数量、単価、金額、諸経費及び合計を明らかにした積算内訳書（建築・営繕業務

等にあっては、業務委託仕様書）の提出を求め、その内容を確認するものとする。 

２ 入札参加者が積算内訳書を提出しないとき、入札価格と合致しない積算内訳書を提出したとき又

は積算内訳書の内容が著しく不適当なときは、無効とするものとする。 

（入札の執行） 

第７条 予定価格を入札前に公表して入札を実施する場合の入札の執行回数は、原則として１回を限

度とし、この限度内において落札者がないときは、指名替え等を行うものとする。 

２ 入札執行前に辞退等により入札参加者が１名となった場合は、入札を行わないものとする。 

３ 入札書比較価格を超える金額を記載した入札は、無効とする。 

附 則（平成28年３月31日訓令第７号） 

この要領は、平成28年４月１日から施行する。 
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様式（省略） 


